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研究成果の概要（和文）：　近年、一定の気象条件を満たせば特段の損害を証明することなく支払いが行われる
天候インデックス保険や、途上国の住民の実情に対応し少額の支払だが少額の保険料で運営されるマイクロ保険
などが開発され、導入されている。保険は、気候変動のリスクを移転し、損害の回復を促進する効果が期待でき
る。他方、資力がなく気候変動の悪影響に脆弱な人・集団の保険へのアクセスの確保、保険制度に関わる費用負
担の衡平性、保険に依存し適切なリスク回避・低減措置がとられないモラルハザードの回避、保険設計に必要な
データ不足といった課題を抱える。保険の利用を含め、気候変動リスクに対処する包括的な制度を設計・運用し
ていくことが必要である。

研究成果の概要（英文）： Some innovative approach to addressing climate related risks such as 
weather index insurance (by which insured could receive payout if some weather index are met), and 
micro insurance operated through relively small amount of premium, have recently been developmed and
 implemented.  Insurance is expected to serve as a tool of risk trasfer and to enhance more prompt 
recovery of suffered loss and damage. 
 On the other hand, insurance faces some challenges for making it a more effective tool to address 
climate risks: how to ensure accessibility to such insurance by the population with modest income, 
in most case the most vulnerable to climate chanage, how to ensure equitable allocation of costs 
relating to insurence among countries, insurers and insured and how to overcome lack of data 
necessary to design an appropriate insurance product. It is also essential to design and implement a
 comprehensive strategy and scheme to reduce and avoid climate risks.

研究分野： 国際法学、環境法学
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１．研究開始当初の背景 
	 これまで、国際的にも日本国内においても、
気候変動対策の主眼は、温室効果ガスの排出
量を削減・抑制する緩和策にあった。しかし、
過去の排出による回避し得ない悪影響のリ
スクに加え、先進国、途上国が提出した 2020 
年目標を積み上げても、2010 年のカンクン
合意の定める「工業化以前と比べて気温上昇
を 2 度未満に抑える」という長期目標の達成
には十分でなく、早期に対策の抜本的強化が
合意されない限り、将来の気候変動の悪影響
のリスクは大きなものになると見込まれる。
こうした中、緩和策、悪影響を低減するため
の適応策をとっても避けがたく生じる気候
変動の悪影響のリスクにいかに対処するか
が各国の気候変動政策、そして国際的には
2015 年の新たな国際枠組みの重要な課題と
なっている。 
	 こうした文脈において、近年注目されるの
はリスク移転の手法である保険の利用であ
る。他方、保険の対象範囲と残存する損害・
リスクへの対処、保険の利用に伴う費用負担
配分など検討課題は少なくない。国内外にお
いて、気候変動リスク対処に保険を利用する
事例の収集・分析が緒に就いたところで、本
格的な体系的研究には至っていない。 
 
２．研究の目的 
	 本研究は、気候変動リスクに対処する「保
険」という手法の利用の実態と特質、課題を
実証的に解明し、加えて、環境保護目的で保
険という手法を利用する他の分野の保険の
利用事例と比較検討することにより、気候変
動リスクに対処する保険特有の特質と課題
は何か、気候変動リスクへの効果的対処に保
険を利用するために必要な国内法政策が何
か、それを支援する国際法政策が何かを明ら
かにすることを目的とする。そのことにより、
気候変動分野にとどまらない環境分野での
保険という手法の潜在性と課題を解明する
とともに、気候変動リスク対処に保険を一層
効果的に活用するための情報基盤を構築す
ることをめざす。 
 
３．研究の方法 
	 まず、気候変動リスク対処に保険という手
法が利用された事例をできるかぎり網羅的
に収集し、分析する。並行して、環境保護目
的で保険を利用する他の分野の事例につい
て検討を行う。この検討結果を基に、①気候
変動リスクに対処する保険相互の比較と、②
環境保護目的で保険を利用する他の分野で
の事例との比較を行う。これらをふまえて、
（i）気候変動リスクに対処する保険に特有の
特質、限界、課題、（ii）他の分野での保険の
事例の分析を踏まえ、環境保護目的での保険
の利用全般に共通する特質、理論的課題を同
定し、（iii）こうした特質や課題を踏まえて、
気候変動リスクに対処する保険の活用に必

要な国内法政策とそれを支援する国際法政
策を明らかにする。 
	
４．研究成果	
（1）気候変動の影響とそのリスクに関する
現行の国際制度	
	 気候変動の悪影響とそのリスクの拡大が
予測される中で、温室効果ガスの排出削減策
（緩和策）、気候変動の悪影響への適応策を
とっても避けがたく生じる損失と損害にい
かに対処するかが気候変動の国際制度の重
要な課題となっている。とりわけ気候変動の
悪影響に脆弱な島嶼国や後発途上国からは、
途上国における気候変動の悪影響とそのリ
スクへの国際的対処を求める声が強い。	
	 1992 年に採択された気候変動枠組条約に
も 1997 年に採択された京都議定書にも、顕
在化した気候変動の悪影響に対処する具体
的な規定はない。気候変動枠組条約はその 4
条 8 で、「締約国は、この条に規定する約束
の履行に当たり、気候変動の悪影響又は対応
措置の実施による影響…に起因する開発途
上締約国の個別のニーズ及び懸念に対処す
るためにこの条約の下でとるべき措置（資金
供与、保険及び技術移転に関するものを含
む。）について十分な考慮を払う。」とのみ定
める。京都議定書 3 条 14 は、京都議定書の
第 1 回締約国会合において、「気候変動の悪
影響…を最小限にするためにとるべき措置
について検討する。検討すべき問題には、資
金供与、保険及び技術移転の実施を含める。」
と定めるが、第 1回締約国会合では検討のプ
ロセスは立てられたものの、具体的な措置は
決定されなかった。なお、両条約において、
とるべきとされた措置の中に「保険」がすで
に例示されているのは興味深い。	
	 もちろん気候変動枠組条約や京都議定書
に具体的な規定がなくても、現行の国際制度
が定める各国の削減義務の不履行の責任を
問い、義務を遵守させることで、将来の「損
失と損害」は小さくできる。しかし、現に生
じている「損失と損害」の救済を求めること
は難しい。さらに、国際社会の不文の慣習法
上の規則として確立した越境環境損害防止
義務を根拠に、環境への損害の未然防止とと
もに、生じた損害の救済を求めることができ
る可能性もある。2011 年 9 月に、パラオなど
島嶼国が、特に越境環境損害防止義務と国連
海洋法条約との適合性を問う目的で ICJ に勧
告的意見を要請する意思を国連総会で表明
したのもそうした可能性を追求したもので
あった。しかし、気候変動の悪影響の「損失
と損害」の場合、一般国際法上の越境環境損
害防止義務を援用して救済を求めることは
現実には難しい。なぜならば「環境を尊重す
るよう確保する」国家の義務の内容が必ずし
も明確ではないのに加え、現在の科学的知見
では、生じた損害が気候変動によるものかを
証明することは容易ではない。さらに、多数
の国・主体による温室効果ガスの排出という



集合的行為が時間をかけて蓄積することで
生じる気候変動問題の性質上、仮にその損害
が気候変動起因であることが証明できたと
してもその損害を生じさせた原因国を特定
すること、複数国の排出による場合それぞれ
の寄与度を特定することは困難である（高村,	
2015）。英米法の国の国内法や宇宙損害責任
条約などの条約は連帯責任（joint	 and	
several	liability）を定めており、被害の
救済を求める側は、救済を求められた相手側
が損害の発生に寄与していることを証明す
れば、すべての損害の救済を求めることがで
き、相手側の寄与度を証明する必要はない。
救済を求められた側は、自らが行った支払い
を他の原因者に求償できる。しかし、この連
帯責任は、一般国際法上確立しているという
ことはできず、気候変動の国際条約において
もその定めはない。	
	 こうした法の現状を背景に、気候変動枠組
条約第 19 回締約国会議（COP19）（2013 年）
では、気候変動の悪影響に特に脆弱な途上国
における気候変動の影響に伴う損失と損害
（loss	and	damage）に対処するワルシャワ
国際メカニズム（以下、「ワルシャワ国際メ
カニズム」）の設置が決定された。ここでい
う「損失（loss）」とは「賠償又は原状回復
ができない悪影響」を、「損害（damage）」と
は「賠償又は原状回復ができる悪影響」をい
う。ワルシャワ国際メカニズムは、2016 年の
COP16 で設けられたカンクン適応枠組みの下
に設置され、気候変動枠組条約の 5つの機関
（適応委員会、後発開発途上国（LDC）専門
家グループ、資金の常設委員会、技術執行委
員会、非附属書 I国の国別報告書の専門家諮
問グループ）からそれぞれ 2人選出される代
表からなる執行委員会が①包括的なリスク
管理への理解と知見、②関係機関との対話、
連携、相乗効果、③資金、技術、能力開発な
どの支援と行動を強化する。既存の制度を活
用した国際メカニズムであり、損失と損害へ
の「補償」は対象とはならない。	
	 2015 年に COP21 で合意されたパリ協定は、
その 8条に損失と損害に関する規定を置いて
いる。まず、損失と損害を回避し、損失と損
害に対処することの重要性を認識（1項）し、
ワルシャワ国際メカニズムをパリ協定の締
約国会議の指導の下に置く（2 項）こととし
た。締約国には、ワルシャワ国際メカニズム
を含め、それに関する理解、行動及び支援を
促進する責務があるとした（3 項）上で、協
力促進の分野の例示として、早期通報システ
ム、緊急時の準備対応、包括的なリスク評価
及びリスク管理とともに、リスク保険機構、
気候リスクプーリング及びその他の保険に
よる解決方法をその一つに例示している。
COP21 でパリ協定とともに採択された締約国
会議の決定では、保険及びリスク移転に関す
る情報リポジトリーの機能を果たす情報交
換クリアリングハウスの設置がワルシャワ
国際メカニズムの執行委員会に要請され、リ

スク移転に関するフィジークリアリングハ
ウ ス が 立 ち 上 げ ら れ た
（http://unfccc-clearinghouse.org）。	
	
（2）環境条約における保険の利用	
	 環境損害を生じさせた原因者に対して、損
害の費用を負担させることにより、損害の修
復を確実にするとともに、損害を生じさせな
いための未然防止措置をとるようインセン
ティヴを与えることを目的とする環境損害
責任（environmental	liability）の制度を
国際的に構築する条約（責任条約）において、
保険が利用されてきた。1960 年代から 70 年
代前半に締結された「第一世代の責任条約」
とでも呼ぶことができる 1963 年の原子力損
害民事責任ウィーン条約、1969 年の油濁民事
責任国際条約（1969 年 CLC）は、それぞれ原
子力活動を行う事業者、油の輸送を行うタン
カーの船主がその活動から生じた損害に関
わる一定の費用を負担することを定めてい
る。1990 年代後半以降、多国間環境条約の下
で責任に関する法規則が定立され、例えば、
有害廃棄物の越境移動を規制するバーセル
条約の下で 1999 年に採択された「有害廃棄
物の国境を超える移動及びその処分から生
じる損害に対する責任及び賠償に関する議
定書」、2005 年に採択された「南極環境保護
議定書附属書 IV」なども同様のアプローチを
とる。これらの責任条約は、損害を生じさせ
るおそれのある活動を行う者に損害が生じ
た場合の賠償義務（責任）を負わせ、他方で、
損害を被った者が責任者に対して求償権を
行使できるよう各国が保障する民事責任型
の制度を採用する。そして、このように活動
を行う事業者に対して、損害発生時に条約の
下で支払いが求められる支払いを可能とす
る財政的保証を各国が確保することが義務
づけられている。かかるの財政的保証の一形
態として、かかる条件を満たす保険が保険会
社から提供され、事業者により利用されてき
た。保険が提供されるためには､事業者が責
任を負う範囲、支払いの上限の有無と上限が
ある場合の上限額が明確になることが必要
で、いずれの条約もその趣旨で責任の範囲、
責任の上限を定める規定を置いている。こう
した保険は、リスクを伴う活動を行う者に、
発生した損害の支払いを確実に行わせ、被害
者の救済がより確実に行われる機能を果た
している。	
	 	
（3）気候変動リスクへの対応手段としての
保険	
	 まずは、効果的に気候変動対策と適応策を
推進することで、できるだけ生じる損失と損
害のリスクを低減することが必要である。中
でも適応策として、インフラストラクチャの
強化などの構造的措置や、緊急時計画、災害
計画、災害リスク削減計画、予測と早期警報
制度、土地利用計画、公衆の認識など非構造
的措置がリスクの削減に資する。次に、損失



と損害を被る主体が、将来生じうる損失と損
害のリスクを自ら引き受け、リスクへの対応
を準備することも重要である。例えば、住民
の対応能力の構築や予期せぬ金銭上の負担
を相殺するための準備基金の設置などが措
置の一例である。	
	 これらに加えて、近年注目されているのは、
損失と損害のリスク、特に金銭上のリスクを、
ある主体から別の主体に移すことを助ける
リスク移転（risk	transfer）である。一般
に、潜在的な損失と損害が、自らがそれを管
理する能力を超えてしまうと評価する場合
にとられるアプローチで、このリスク移転に
ついていくつか革新的なアプローチが展開
しつつある。	
	 典型的なのが保険の利用である。国際レベ
ルでの保険の設置は、気候変動枠組条約交渉
時より島嶼国により主張されてきた。排出に
応じて先進国が拠出を行い、一定以上気温が
上昇した場合、脆弱な途上国にそこから資金
が支払われるという提案である。「保険」と
銘打っているが実質的には顕在化した損害
とそのリスクに支払いを行うために国家（こ
こでは先進国）が拠出を行い、その拠出がプ
ールされて損害に応じて支払いがなされる
という点で、公的基金という性格を有すると
いえる。近年の気候変動リスクに対処する保
険で特徴的なのは、アジア、アフリカなどの
途上国を中心に、干ばつなどの異常気象によ
る農家の収入減少リスクと緩和する天候イ
ンデックス保険の開発・普及が進んでいるこ
とである。一定の気象データの基準を満たせ
ば特段の損害を証明することなく支払いを
行う天候インデックス保険は、手続の簡素
化・迅速化により途上国の農家の収入減少へ
のレジリアンスを高める効果がある。また、
途上国の住民の実情に対応し少額の支払だ
が少額の保険料で運営されるマイクロ保険
なども試行されている。	
	 これらの気候変動分野における近年の保
険の利用の事例は、大別して 2つのタイプに
分類することができる。第一の分類は、「直
接保険（direct	insurance）」と呼ばれるも
ので、保険の受取人が直接保険金の支払いを
受け取るタイプのものである。民間の保険を
活用し、個人が保険料を支払い、リスク移転
するものである。	
	 第二の分類は「間接保険（ indirect	
insurance）」と呼ばれるもので、最終的に便
益を受ける者は、保険を有する者（機関）か
ら間接的に支払いを受け取るタイプのもの
である。一国では到底支えられない極端な気
象現象の被害のリスクを、地域で担保する地
域リスクプーリング（UNFCCC	 2012;高村	
2015）もこの分類の事例の一つである。例え
ば、カリブ地域破局的リスク保険機構
（ Caribbean	 Catastrophe	 Risk	 Insurance	
Facility:	CCRIF）は、カナダ、EU、英国、
フランス、世界銀行といった資金提供国・機
関からの資金と 16 の参加国の負担金を基に

基金を設け、参加国におけるハリケーンと地
震の際に公的サービスを維持し、公的インフ
ラを復旧させるのに支払われる仕組みであ
る。気候変動が一因と考えられる極端な気象
現象による損害のリスク移転もその対象の 1
つである。支払いは、参加する 16 の国の政
府に行われるが、その使途は公的サービスの
維持や公的インフラの復旧にあり、住民は間
接的に支払いの便益を受ける。支払いが、政
府ではなく、協同組合のような団体に対して
行われる場合もこの事例に含まれる。	
	 こうした保険の設計に際し、公的部門と民
間部門の協力（Public-Private	Partnership;	
PPP）でより効果的なリスク移転を可能にす
る保険の設計も進んでいる。例えば、損保ジ
ャパンが実証的に導入したタイの干ばつイ
ンデックス保険は、農業者が毎年資金を銀行
から借り入れて農業を行い､収穫物の売り上
げで返済する慣行を踏まえて、保険を契約し
た農業者に干ばつ等の理由により保険金支
払事由が発生した場合、損保ジャパンタイは
政府系金融機関である農業協同組合銀行に
保険金を支払い、農業協同組合銀行が保険金
相当額を農業従事者に支払う。保険の募集も
農業協同組合銀行が行っている。募集や支払
いを保険会社が行い、一定額までの保険の支
払いも保険会社が行うが、支払額の総額が一
定額を超える場合については政府も支払い
を負担する日本の地震保険のような保険設
計も参考になるだろう。	
	 なお、海面上昇のように、緩やかに進行す
る（slow	onset）現象による損失と損害に効
果的に対処するアプローチの検討は緒につ
いたばかりで、今後一層の研究が必要である。	
	
（4）保険という手法の課題	
	 前述のように、保険は、気候変動が要因の
一つと考えられる損失と損害のリスクを移
転し、損害の回復を促進する効果が期待でき
る。他方で、保険は、現状は所得が低い途上
国ほど住民の資力がなく保険料を支払えな
いために加入率が低く、本来最もこうした手
段を必要としている気候変動の悪影響に脆
弱な人ほど保険の利用が難しい。保険を気候
変動の損失と損害のリスクの対処の手段と
して用いる場合、気候変動の悪影響に脆弱な
人や集団が保険にアクセスできるような方
策、例えば保険料の支払いを国内でまたは国
際的に支援をすることも検討すべきであろ
う。現時点では、国際協力の一環として先進
国が支援をする例が見られるが、本格的に制
度化する場合、誰（どの国）がいかなるルー
ルでその支援を行うか費用負担のあり方が
問題となろう。リスクプーリングについても、
同様に費用負担が問題となる。排出に応じて
費用を負担するのが排出削減（リスク削減の
一つの方策）のインセンティヴを与えること
にもなり合理的だが、政治的な合意可能性が
課題である。	
	 第二に、モラルハザードの問題である



（OECD,	2015）。保険が支払われると考え、
適切なリスク回避・低減措置がとられないお
それもある。欧米の取り組みに見られるよう
に、リスクの回避・低減措置をとった主体の
保険料の支払いを軽減する、現実の損失に応
じてではなく天候条件に応じて保険を支払
うなど、悪影響を受けうる主体がそのリスク
を回避・低減することを奨励するような制度
設 計 と す べ き で あ ろ う （ OECD	 2008;	
Surminski	2010）。	
	 第三に、とりわけ途上国において保険を設
計する際に、保険設計に必要なデータが不足
している点である。例えば、天候インデック
ス保険の設計は、損害データと相関の高い気
象データが必要で、「信頼できるデータが 20	
年分以上」あることが望ましいとも言われる。
保険の設計のための気象データをいかに充
実していくかが課題である。	
	 リスク移転の手段としての保険だけでは、
気候変動リスクに効果的に対処できない。効
果的に排出削減策と悪影響への適応策を推
進することで、できるだけ生じる悪影響を小
さくすることが必要である。十分な排出削減
策、そして適応策がとられないまま推移すれ
ば、将来の気候変動の悪影響のリスクは増大
し、保険で（十分に）保障できないか、そう
でなくても高い保険料を支払わなければ保
障することができなくなる。そうした観点か
らは、保険の利用を含め、気候変動リスクに
対処する包括的な制度を設計・運用していく
ことが必要である。気候変動の悪影響に起因
する損害かを証明するのは難しく、また仮に
証明できたとしても救済されるのは気候変
動の寄与分ということでは、現実に損害を被
った人々を十分救済することにならない。損
害が気候変動起因かどうかにこだわらず､国
連国際防災戦略など関連機関との連携、調整
により、気象関連のリスクを全体として低減
し、回避する取り組みを着実に強化していく
必要がある。	
	 気候変動の悪影響のリスクに対する脆弱
性を減じ、国や住民がこれらのリスクに対応
する能力（適応能力）を高めていくことが必
要である。こうした観点からは、長期的な気
候変動の悪影響のリスクを十分に考慮して、
長期的な展望にたって、国や地域の持続可能
な発展戦略が策定され、実施される必要があ
る。それは単に気候変動の悪影響のリスクに
受動的、技術的に対応するのではなく、その
リスクをふまえた上で、これからどのような
社会を構築していくかという長期的な社会
のビジョン・計画づくりと実践である。その
ことが気候変動の悪影響のリスクに効果的
にかつ柔軟に対応しうる社会の構築を可能
とするだろう。	
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